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■申請前の事前情報公表 
――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
Ｑ１．【P9～10関連】旧優良性評価制度における基準に基づき情報公開・更新

を行っていた者が、新規則第９条の３第２号等の規定の適用に関する経過措置

を受けたい場合、新規則に基づく情報を平成23年４月１日に公表開始すること

で足りますか。それとも、平成23年３月31日までに公表開始する必要がありま

すか。 
 
Ａ１．平成 23 年４月１日に公表開始することで足ります。 
 
 
■法人・個人に関する基礎情報の公表 
――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
Ｑ１．【P15関連】代表者、役員等の氏名及び就任年月日は、一年に一回以上の

頻度で更新することとされていますが、これらの情報に変更がない場合でも一

年に一回以上の頻度で更新が必要ですか。 
 
Ａ１．必要です。これらの情報に変更がない場合は、例えば、当該情報に「○

○年○○月○○日現在」と付記するなど、前回の情報公表日を起算日として一

年以内に更新していることを明らかにして公表してください。 
 
 
■運搬施設に関する事項の公表 
――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
Ｑ１．【P24 関連】＜運搬車の種類の記載内容の例＞のところに「最大積載可能

寸法(m)」とあります。これは、記載例ということなので、例えば、「最大積載

可能寸法(m)」ではなく、車検証に記載されている車両の寸法でも構いませんか。 
 
Ａ１．構いません。 
 



 
■環境配慮の取組 
――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
Ｑ１．【P 67 関連】環境配慮の取組について、ISO14001 登録事業者が申請者の

親会社であって、登録証の付属書に構内関連企業として申請者が記載されてい

る場合、基準を満たしていると言えますか。 
（登録証には「付属書に記載する範囲において、下記規格の要求事項に適合していること

を証します」との記載があります。） 
 
Ａ１．言えます。 
 
 
Ｑ２．【P68 関連】環境配慮の取組について、「なお、これらの認証制度による

認証は、事業所単位で取得するものあるが、申請者が一つの都道府県・政令市

内に複数の事業所を有する場合、このうちいずれかの事業所について認証を取

得していればよく、必ずしも全ての事業所について認証を取得していることを

求めるものではない。」と記載されています。申請先の都道府県・政令市内に事

業所がない場合は、どうすれば良いですか。 
 
Ａ２．その場合は、業許可申請書に記載された事業所のうち、いずれかの事業

所について認証を取得していれば構いません。 
 
 
Ｑ３．【P 68 関連】本社のみが認証制度を取得している（申請先の都道府県・政

令市内の事業所では取得していない）場合、本社以外の事業所について基準を

満たしていると言えますか。 
 
Ａ３．言えません。申請先の都道府県・政令市内に事業所を有する場合には、

当該事業所（複数ある場合は、いずれか一つで可）が認証制度を取得している

必要があります。 
 
 
■財務体質の健全性に係る基準 
――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
Ｑ１．【P73 関連】「維持管理積立金の積立てに係る基準」とありますが、収集

運搬業の許可について優良認定・優良確認を申請する場合も、この基準が適用

されますか。 



 
Ａ１．収集運搬業と処分業を兼業している場合など、積み立てるべき維持管理

積立金がある場合には、この基準が適用されます。 
 
 
■税・保険料の納付に係る基準 
――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
Ｑ１．【P83 関連】申請先の都道府県内に事業所がない場合などで、納付すべき

税や社会保険料がない場合は、どのように扱えばよいですか。 
 
Ａ１．納付すべき税がない場合は、税・保険料の納付に係る基準は適用されま

せん。 
ただし、この場合には、納付すべき税がないことを証明する必要があります。

その方法としては、例えば、課税権者に確認書を作成していただくことや、申

請者自身による誓約などの方法が考えられます。 
 
 
■優良確認・優良認定を受けた者の許可の有効期間 
――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
Ｑ１．【P 95 関連】平成 23 年４月１日時点で許可を受けている者については、

法施行後、任意のタイミングで優良確認の申請ができるとされていますが、優

良確認を受けた場合、その時点から既存の許可の有効期間が２年間延長される

こととなるのですか。 
 
Ａ１．その通りです。 
 
 
Ｑ２．【P 95 関連】平成 18 年５月１日に産業廃棄物処分業の許可を受けた者が、

特定非常災害特別措置法※第３条第２項に基づく延長措置で許可の有効期限の

満了日が平成 23 年８月 31 日まで延長された後に優良確認を受けた場合、許可

の有効期限の満了日は平成 25 年４月 30 日、平成 25 年８月 31 日のどちらにな

るのですか。 
※正式名称：特定非常災害の被害者の権利利益の保全等を図るための特別措置に関する法律 

 
Ａ２．平成 25 年８月 31 日になります。 
 


